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平成１４年２月  

鳥  取  県  

 

今後の同和対策のあり方 

 

１ 国の同和行政の経緯及び基本的方向  

 国においては、大正９（１９２０）年に地方改善費として、同和対策予算をはじめて計

上し、昭和２８（１９５３）年に隣保館整備事業として戦後初めて予算計上を行い、以来

今日まで各種施策を実施してきたところである。  
 この中で、国の同和対策審議会が、昭和４０（１９６５）年に「同和対策審議会答申（同

対審答申）」において、「同和問題は人類普遍の原理である人間の自由と平等に関する問

題であり、日本国憲法によって保障された基本的人権にかかわる課題である。したがって、

その早急な解決こそ国の責務であり、同時に国民的課題である。」との基本的認識を示し、

「法」を根拠とした同和地区の改善が本格的に展開されることとなった。  
 同和対策にかかわる「特別措置法」は、この同対審答申を受けて、昭和４４（１９６９）

年から「同和対策事業特別措置法」、昭和５７（１９８２）年から「地域改善対策特別措

置法」、昭和６２（１９８７）年から現在の「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の

特別措置に関する法律（地対財特法）」と、今日まで継続されてきた。そして、この地対

財特法が、平成１４（２００２）年３月末に有効期限を迎えることにより、３０数年間続

いた「特別措置法」が終了する。  
 国においては、「特別対策の法令上の根拠がなくなることにより、平成１４年度以降は、

施策ニーズに対しては、他の地域と同様に、所要の一般対策によって対応」することとし、

さらに地方公共団体に対し「地対財特法の有効期限到来という同和行政の大きな転換期に

あたり、地方単独事業の更なる見直しが強く望まれる。」としている。  
 

２ 本県の同和行政の経緯及び基本的方向  

 本県では、大正６（１９１７）年「細民部落改善指導方針」という訓令を出し、いわゆ

る「地方改善」のための助成を始め、昭和２４（１９４９）年戦後初めて同和対策予算を

計上した。そして、昭和４２（１９６７）年１０月に厚生部厚生援護課に同和対策係を設

置した。これは、昭和４０（１９６５）年の同対審答申により同和行政の具体策を強力か

つ速やかに実施に移すことが求められたことや、県下の差別発言事件の発生を契機に行政

組織を整備したもので、その後昭和４５（１９７０）年４月厚生部同和対策課に再編、昭

和４８（１９７３）年４月に総務部へ移管した。また、教育委員会においては、昭和４７

（１９７２）年に同和教育室を設置し、昭和５０（１９７５）年に同和教育課に再編し、

以来今日まで本県は同和行政に積極的に取り組んできた。  
 本県の今後の基本的方向を考えるにあたり、平成８（１９９６）年に国の地域改善対策

協議会が行った最終の意見具申（地対協意見具申）をみると、「同和問題に対する基本認
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識」の中で「同和問題は多くの人々の努力によって、解決に向けて進んでいるものの、残

念ながら依然として我が国における重要な課題と言わざるを得ない。」「昭和４０年の同

和対策審議会答申（同対審答申）の精神を踏まえて、今後とも、国や地方公共団体はもと

より、国民一人一人が同和問題の解決に向けて主体的に努力していかなければならない。」

「同和問題は、過去の課題ではない。この問題の解決に向けた今後の取組みを人権にかか

わるあらゆる問題の解決につなげていくという、広がりをもった現実の課題である。」と

指摘し、「同和問題解決への取組みの経緯と現状」の中で「同和問題の解決に向けた今後

の主要な課題は依然として存在している差別意識の解消、人権侵害による被害の救済等の

対応、教育、就労、産業等の面でなお存在している較差の是正、差別意識を生む新たな要

因を克服するための施策の適正化であると考えられる。」と指摘していることを受け、こ

れらを本県の今後の基本的方向を検討する基礎とした。  
 また、地方分権の進む中、従来にも増して地方自治体の主体性が求められることから、

本県の実態を把握するため、平成１２（２０００）年に「同和地区実態把握等調査」及び

「同和問題についての県民意識調査」を実施した。  
 この結果をみると、同和地区の実態は、道路整備事業など住環境面を中心に改善されて

きているが、「教育、就労、産業等」の面でなお、解決すべき課題が残っていること、ま

た、県民意識調査の結果からも結婚差別など差別意識が現存し、差別発言や差別落書きな

どの差別事象も依然発生していることなど、いまだ部落差別は解消されていない状況にあ

ることは明らかである。  
 このことは、平成１４（２００２）年３月末をもって「特別措置法」が失効を迎えるが、

「法」がなくなっても、部落差別が消えてなくなるものではないということを示している。  
 したがって、本県においては、「特別措置法」という「法」を根拠とした同和行政から、

分権の時代にふさわしい地域の実情と課題に対応した、部落差別の実態を根拠とする同和

行政を、今後推進していかなければならない。  
 そこで、本県の今後の施策を推進するにあたっては、平成８（１９９６）年の「地対協

意見具申」で述べられているとおり、特別対策の終了、すなわち一般対策への移行が、同

和問題の早期解決を目指す取組みの放棄を意味するものではないこと、また、一般対策移

行後は、従来にも増して、行政が基本的人権の尊重という目標をしっかりと見据え、一部

に立ち遅れのあることも視野に入れながら、地域の状況や事業の必要性の的確な把握に努

め、真摯に施策を実施していくという認識で取り組まなければならない。  
 したがって、同和行政とは、部落差別をなくするためのいっさいの行政を意味している

ことから、今後引き続き「特別対策」で対応するものも、部落差別の解決のために「一般

施策」を活用するものも、いずれも同和行政であり、同和対策事業となる。  
 さらに、「地対協意見具申」で述べられているとおり、「特別措置法」にもとづく「特

別措置」から「一般施策」の活用へと移行する際は、既存の一般対策の状況、なお残され

ている課題の状況、地方公共団体の財政状況等を踏まえた上で、これまでの施策の成果が

損なわれるなどの支障が生ずることのないよう配慮しながら実施すべきと考える。  
 以上のことから、部落解放同盟鳥取県連合会の協力のもと差別の実態や残された課題を

整理し、各種施策の方向性を検討し、「鳥取県同和対策推進協議会」の協議を経て、出張

説明会や「人権尊重の社会づくり協議会」の開催、２度にわたるパブリックコメントの結
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果を踏まえ、「鳥取県同和対策推進協議会」の最終協議の結果、本県においては『差別が

あるかぎり同和問題解決のために必要な施策について、適切に対応していく』こととし、

今後も同和行政を積極的に推進していくものである。  
 また、今後の同和行政の推進にあたっては、平成８（１９９６）年に策定した「人権尊

重の社会づくり条例」や、この条例に基づき平成９（１９９７）年に策定した「人権施策

基本方針」、さらにこの「人権施策基本方針」を補完するため平成１１（１９９９）年に

策定した「人権教育のための国連１０年鳥取県行動計画」、並びに国が平成１２（２００

０）年に施行した「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」や、これに基づき国が現

在作成中の「基本計画」、さらに人権侵害に対する人権救済制度の創設に向けた動向等も

踏まえながら推進していかなければならない。 
 同和行政は人権行政の原点であり、重要な柱である。  
 「人権」の世紀といわれる２１世紀、人権尊重の社会づくりは本県においても重要な課

題の一つである。  
 本県では、今後、これまでの同和行政の成果を踏まえ、これをさまざまな差別問題に対

する人権行政へと発展させ、一層の推進を図るものである。  
 

３ 個別分野の基本的な方向 

 前記の基本的方向を受けて、今後の施策を６分野で以下のとおり取りまとめた。  
 また、個別事業については、別添『「今後の同和対策のあり方」関連事業』として整理

しているが、施策の実施にあたっては、平成１３年１２月に取りまとめた『「鳥取県の今

後の同和対策のあり方」ワーキンググループ検討結果報告書』を参考にするとともに、こ

れらの施策が現時点におけるものであることから、施策の実施に当たっては状況に応じて

的確に対応していくものとする。  
 なお、特別対策は、個別に終期及び見直し時期を設定するもの以外、差別の実態を踏ま

えながら、５年後の一般施策化等を目指すものとする。 
 
 住環境整備対策  

 

Ⅰ 現状（分析） 

 「平成１２年度同和地区実態把握等調査」によると、住環境整備対策関係の主な状況は

次のとおりである。 

 

【住宅の状況】  

  地区内の住宅の保有状況は、「持ち家」83.1％、「県・市町村営賃貸住宅」13.8％と 

なっており、県全体（平成１０年住宅統計調査）と比較すると、「持ち家」は10.7ポイ 

ント高く、「県・市町村営住宅」は8.3ポイント高くなっている。 

 

【道路の状況】  

  市町村道全体の改良率は、県全体61.7％に対し地区内79.0％と17.3ポイント、うち 
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生活に密着した幅員5.5ｍ未満の道路の改良率は、県全体56.0％に対し地区内76.2％と 

20.2ポイントそれぞれ高くなっている。 

 

【下水道の状況】  

  地区内の下水道の普及率は、36.6％と県全体50.9％を14.3ポイント下回っている。 

 

Ⅱ これまでの同和対策の成果と今後の課題  

 主な住環境の整備状況を示す指標で、住宅関係と道路関係に関しては、同和地区の数値

が県全体を上回るなど同和地区と周辺地区の較差は改善され、これまでの同和対策事業が

一定の成果をあげている。  
 一方、下水道に関しては同和地区の普及率が県平均を下回っているが、これは市町村が

処理の効率化を考え、人口の集中地域から整備を進めたことなどが理由と考えられる。  
 また、現在でもなお較差の残っている地区もあり、今後とも住環境に関する事業の着実

な整備が必要である。  
 引き続き整備を必要とする住環境に関する概ねすべての事業について、既存の一般施策

を活用することとなるが、事業主体である市町村の積極的な対応が求められる。 
 

Ⅲ 今後の施策の基本的な方向  

 概ねすべての事業が一般施策により対応が可能なことから、既存の一般施策を活用しな

がら、引き続き必要な整備を行う。 
 
 
 農林漁業対策  

 

Ⅰ 現状（分析）  

①「平成１２年度同和地区実態把握等調査」によると、農林漁業対策関係の主な状況は 次

のとおりである。  

 

【農家の専業・兼業】  

  専業農家が12.2％、兼業農家が86.8％となっており（ほか不明1.0％）、前回調査の 

平成５年全国調査と比べ、専業農家が0.3ポイント、兼業農家が0.4ポイントそれぞれ 

減少した。 

  また、県全体（２０００年世界農林業センサス。以下同じ。）と比べ、専業農家が2.1 

ポイント少なく、兼業農家が0.1ポイント多い。 

 

【経営耕地面積】  

  自作地及び借地なしが1.7％、30アール未満が37.9％、30～99アールが50.8％、100 

アール以上が8.6％となっており、前回調査と比べ、自作地及び借地なしが0.9ポイン 

ト、30アール未満が2.0ポイントそれぞれ増加し、30～99アールが0.8ポイント、100 

アール以上が2.9ポイントそれぞれ減少した。 



 

 5 

  また、県全体と比べ、30～99アールが15.6ポイント、100アール以上が23.7ポイン 

トそれぞれ少ない。 

 

【農業経営内容】 

  作物別では稲93.7％、野菜15.2％、果樹9.8％などとなっている。  

  また、過去１年間の販売額は、販売なしが43.9％、100万円未満が44.9％、100～499 

万円が8.4％、500万円以上が1.3％となっており、前回調査と比べ、販売なしが10.6 

ポイント増加し、100万円未満が8.0ポイント、100～499万円が3.2ポイント、500万 

円以上が0.2ポイントそれぞれ減少した。 

  なお、販売額は県全体と比べ、販売なしが38.4ポイント多く、100万円未満が17.8 

ポイント、100～499万円が14.6ポイント、500万円以上が7.5ポイント少ない。 

 

【農業施策の利用状況】  

  地域改善対策として行った補助事業48.5％、農業改良普及員の指導21.1％、営農等相 

談員の指導18.0％などとなっており、前回調査と比べ、それぞれ15.1ポイント、8.9 

ポイント、6.0ポイント減少した。 

 

【今後希望する経営規模】  

  現状のままでよいが88.1％、経営規模を縮小するが7.1％、経営規模を拡大するが 

2.0％となっている。  

 

【今後の農業経営のあり方と指向する経営内容】  

  現状のままでよいが81.0％、機械化・省力化を指向するが7.8％、機械・施設の共同 

利用により協業化を指向するが6.6％などとなっている。  

 

②平成１３年に農林水産部が実施した同和地区における農業生産・生活環境基盤の状況及

び営農実態に係る実態調査結果によると、主な状況は次のとおりである。 

 ア １戸当たりの経営規模は小さく、農業での自立が困難。農家後継者はいるものの、 

  農業後継者は育ちにくい。  

 イ 農業施設(農機具保管庫、共同作業所等)の老朽化  

 ウ 農業機械の自力更新が困難  

 エ 転作への対応が困難  

 オ 農家の高齢化、農業情勢の悪化による施設の遊休化  

  
Ⅱ これまでの同和対策の成果と今後の課題 

 農業基盤・農業近代化施設の整備や農家の負担軽減などの施策によって、生産性の向上、

転作にも対応できる水田の改良、集団転作が促進され、対象地域の農林業の維持、振興に

役立った。 

 しかしながら、現状維持や離農する農家もあり、集落や農家個々の営農意欲に差が生じ

ている。 
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 今後とも、意欲的に農業に取り組む農業者や集落に対して重点的な支援が必要である。  
 

Ⅲ 今後の施策の基本的な方向 

 本県の農業は、地域、作目ごとに栽培条件や課題が大きく異なっている。  
 本年度農林水産部が実施した営農等実態調査結果から見ると、同和地区においても、個々

の集落で事情が違う。 
 したがって、今後の同和対策は、  
①集落の中で話し合いを進め、集落ごとに将来像を描いた活性化プランを作成  
②その上で、地域の実情に応じた条件整備（ハード事業）を一般施策の活用を基本として

実施する仕組みを検討する。 

 ただし、採択要件、補助率などについては、地域の実態に合わせ適切な配慮を行う。  
 検討に当たっては、市町村の意見を十分に聞きながら進める。 
 
 

 就労・中小企業対策  

 

Ⅰ 現状（分析） 

 「平成１２年度同和地区実態把握等調査」によると、就労・中小企業対策関係の主な状

況は次のとおりである。  

 

【就労状況】  

  有業者を産業分類別にみると、「建設業」30.7％、「製造業」18.1％、「サービス業」 

16.2％の順となっている。「建設業」は県平均（平成９年就業構造基本調査）10.8％の 

2.8倍となっている。  

  年齢階層別にみる有業率は、前回調査の平成５年全国調査と比較すると「30歳以上」 

はすべて下回っているが、逆に「15～19歳」は3.0ポイント高くなり21.3％となってい 

る。また、県平均（平成９年就業構造基本調査）と比較すると「40歳以上」はすべて下 

回っているが、「15～19歳」は9.1ポイント高くなり21.3％となっている。 

  就労形態をみると、「雇用者」のうち「常雇」58.0％、「臨時雇」9.3％、「日雇」8.0％ 

となっている。前回調査と比較すると、「雇用者」は1.7ポイントの減少、「常雇」は 

5.5ポイントの減少、「臨時雇」は3.6ポイントの増加、「日雇」は0.2ポイントの増 

加となっている。全国平均（平成９年就業構造基本調査）と比較すると、「雇用者」は 

1.1ポイント低く、「常雇」は8.7ポイント低く、「臨時雇」は1.8ポイント高く、「日 

雇」は5.8ポイント高くなっており、全国平均に比べ、「臨時雇」、「日雇」の不安定 

就労の比率が高い。 

 

【収入状況】  

  過去１年間の収入（収益）をみると、「50万円未満」が8.4％（前回調査5.8％）、 

「50～99万円」が8.3％（前回調査6.7％）、「100～149万円」が11.5％（前回調査16.2％）、 

「150～199万円」が12.6％（前回調査15.3％）など「200万円未満」の合計は40.8％ 
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（前回調査44.0％）を占めており、「1,000万円以上」は0.7％（前回調査0.7％）とな 

っているが、「500万円以上」は8.7％（前回調査5.7％）となっている。  

  区分別でみると「200～249万円」の14.7％が最も高いのに対し、全国平均（平成９年 

就業構造基本調査）では、「300～399万円」の13.6％が最も高くなっている。前回調査 

と比較すると、収入（収益）階層の構成割合は、「400万円以上」と「99万円以下」の 

階層で増加した一方、「100～399万円」の階層で減少している。 

 

【転職希望】  

  有業者の転職希望理由で比率の高いのは、「収入が少ないから」が一番多く35.8％（ 

前回調査31.6％）、次いで「一時的な仕事だから」18.2％（前回調査13.4％）、そして 

「将来性がないから」13.4％（前回調査18.2％）、「時間的・肉体的に負担が大きいか 

ら」11.6％（前回調査13.9％）などが続いており、この４つの理由で79.0％（前回調査 

77.1％）を占めている。  

  これを、全国平均（平成９年就業構造基本調査）と比較すると、全国平均で一番多か 

った「収入が少ないから」24.0％より県内同和地区は11.8％高く、次いで全国平均第二 

位の「時間的・肉体的に負担が大きいから」22.1％より県内同和地区は10.5％低くなっ 

ている。  

 

【事業経営】  

  農林水産業以外の事業経営を行っている世帯は、15.2％であり、前回調査と比べ2.2 

ポイント減少している。 

  業種別にみると、「建設業」が53.4％と最も高く、次いで「サービス業」14.5％、「製 

造業」7.6％となっており、県平均（平成１１年事業所統計調査）と比較すると、「建設 

業」は約５倍に、「サービス業」は約２分の１に、「製造業」はほぼ同じになっている。 

また、「卸売業」「小売業」「飲食店」の三つの合計は、12.9％であり、県平均（平成 

１１年事業所統計調査）と比較すると３分の１以下であり、前回調査と比較すると4.8 

ポイント低くなっている。 

  事業経営の組織別にみると、「個人経営」65.5％、「有限会社」27.5％、「株式会社」 

5.0％となっている。県平均（平成１１年事業所統計調査）と比較すると、「有限会社」 

は6.4ポイント高いが、「個人経営」は13.9ポイント低く、「株式会社」も12.5ポイ 

ント低くなっている。 

 

Ⅱ これまでの同和対策の成果と今後の課題 

 就労・中小企業の状況はその時々の景気等に左右される部分も大きく、現在の長引く不

況下にあって、大きくは改善が進んでいない。  
 しかしながら、同和地区中小企業特別融資、特定新規学卒者就職促進奨励金などは各年

度一定規模の需要があり、事業主・新規学卒者を下支えしてきており、経営指導員・企業

人権啓発相談員等のきめ細やかな活動は、住民・事業主から期待されているところである。

また、専修学校等奨学資金は実践的な専門知識・技術を身につけ、就業機会を拡大する施

策として利用率は高く、今後の就労状況の改善にもつながるものと考えられる。  
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 以上のように、これらの施策はそれぞれ一定の役割を果たしているが、完全に較差が解

消されたとはいえない状況である。特に近年の激動する経済・雇用情勢の中で、その時々

の課題に的確に対応するよう施策を見つめ直し、較差是正につなげていく必要がある。  
 

Ⅲ 今後の施策の基本的な方向 

 現状、成果等を踏まえ、同和問題解決のために特別対策の継続が必要と考えられる施策

については継続し、既に一般施策に移行しているもの及び平成１４年度から一般施策に移

行するものに関しては、対象地域の実情を十分に考慮しながら的確に対応していく。  
 経済・雇用情勢の変動の激しい現状から、今後、必要に応じてそれぞれの施策の評価等

を行い、較差の早期解消に向けて努力していく。 
 
 
 社会福祉対策  

 

Ⅰ 現状（分析） 

 「平成１２年度同和地区実態把握等調査」によると、社会福祉対策関係の主な状況は次

のとおりである。  

 

【隣保館の利用状況等】  

  周辺地域を含めた地域社会全体の中で、人権啓発等の住民交流の拠点となる開かれた 

コミュニティーセンターとして、県内に３６の隣保館が設置されている。  

  隣保館の利用状況は、利用が「有」とする割合が69.1％と前回調査の平成５年全国調 

査と比較して5.0ポイント低くなっている。 

  利用内容は「地域住民の諸集会、会議等」が56.9％で最も多く、前回調査と比較する 

と「クラブ活動、教養講座、サークル活動」の割合が27.3％と唯一高くなっている。  

 

【父子・母子世帯】  

  父子・母子世帯の割合は、2.1％となっており、前回調査と比較すると0.6ポイント低 

く、県全体（平成１０年度国民生活基礎調査）と比較すると0.5ポイント高くなってい 

る。 

 

【高齢化率】  

  ６５歳以上の人口の割合は、19.6％であるが、同和地区を有する市町村の割合21.5％ 

と比較すると1.9ポイント低い。 

  また、７５歳以上の人口の割合は、7.0％であるが、同和地区を有する市町村の割合 

9.5％と比較すると2.5ポイント低くなっている。 

 

【住民の健康状態】  

  住民の健康状態について前回調査と比較すると、「健康と思っている者」の割合は高 

く、「入・通院、入・通所していない者」、「身体介護を要しない者」の割合は低くな 
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っている。 

  しかし、県内及び全国調査（平成１０年度国民生活基礎調査）と比較すると、「健康 

と思っている者」、「身体介護を要しない者」の割合が低くなっており、「入・通院、 

入・通所していない者」の割合が高くなっている。 

 ア 健康の状況  

   「健康と思っている者」の割合  

     ・６歳以上    83.5％(前回82.7％・全国86.4％)  

     ・６５歳以上   57.0％(前回52.1％・全国73.9％)  

イ 入通院の状況  

   「入・通院、入・通所していない者」の割合  73.6％(前回75.7％・全国69.3％)  

ウ 身体介護  

    「身体介護を要しない者」の割合    95.9％(前回97.7％・県内98.7％)  

 

【生活保護率】  

  生活保護率は16.0‰で、前回調査と比較すると1.3ポイント高くなっており、報告市 

町村全体の5.7‰の約2.8倍となっている。 

 

【公的年金の加入状況】  

  公的年金に加入している者は63.9％となっており、前回調査と比較すると8.0ポイン 

ト、全国平均65.0％と比較して1.1ポイント低くなっている。 

 

【身体障害】  

  身体障害有との回答が5.0％で前回調査と比較すると0.2ポイント低くなっているが、 

身体障害者手帳「有」の者は 4.1％で平成９年度身体障害（児）者実態調査の県平均と比 
較すると 0.9ポイント高くなっている。 

 
Ⅱ これまでの同和対策の成果と今後の課題 

 前記の各種調査結果からも同和問題等への課題が表れているが、これらの問題に対処す

るために保育所に対する保育士の加配、隣保館等への健康管理運動器具の整備、同和対策

に係る県税の特別措置など各種施策を実施し、さらに、隣保館、児童館、老人憩の家の施

設整備を行うとともに、施設を活用した活動が行われてきたところである。  
 

【隣保館に関する事業】  

  地域住民の福祉の向上や人権啓発の拠点施設として、施設整備を図るとともに、隣保 
館の運営費や生活相談員の設置に対し助成を行うなど、隣保館活動の充実強化を進めて 
きた。今後、地域におけるコミュニティーセンターとして活動していくため、メニュー 
事業や既存の一般施策の積極的な活用が求められている。  

  隣保館は、福祉の拠点施設としての役割を担うものであり、その整備を積極的に進め 
ているが、建築後相当期間が経過し、施設の老朽化やバリアフリー化等が必要な施設が 
依然多い。このため、増改築、大規模修繕等への対応が今後とも必要となる。  
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  生活相談員設置事業については、地域の相談ニーズが従来にも増して多種多様になっ 
ており、専門的相談内容に対応できる知識を有し、住民が安心して相談できる生活相談 
員の果たす役割は大きい。  

 

【児童福祉に関する事業】  

  保育の重要性から保育所への保育士の加配により、対象児童の処遇向上に寄与してい 
る。引き続き、補助対象となる保育所には保育士の加配が行われるよう市町村へ働きか 
けていく。  

  児童館については、整備計画のあった施設の整備は完了している。今後、施設の老朽 
化による修繕等が課題となる。  

 

【高齢者福祉に関する事業】  

  高齢者の心身の健康増進等のため、市町村から要望のあった老人憩の家の整備は全て 
完了した。今後は、施設の活用や修繕に対する対応が課題となる。  

 

【健康増進に関する事業】  

  地域住民の健康増進のため、隣保館等に健康管理運動器具を整備し、クラブ活動や健 
康教育等での活用により、住民の健康増進に寄与しているが、未整備施設があり、事業 
継続の要望がある。  

 

【県税の特別措置】  

  部落解放同盟の活動や個人の住宅の取得を税制面から支援することにより、地域住民 
の福祉の向上及び住環境整備の促進等に一定の効果があった。 

 

Ⅲ 今後の施策の基本的な方向 

 既に一般施策に移行されているもの及び平成１４年度以降、特別対策を一般施策で行う

ものに関しては地域の実情等を考慮し、今後も積極的に施策の充実を図り、隣保館や児童

館、老人憩の家等の福祉施設を有効に活用しながら、施策を推進していく必要がある。  
 なお、いうまでもなく隣保館、児童館、老人憩の家は地方自治法に規定する「公の施設」

であり、その設置運営主体は市町村である。このことからも市町村は、その管理運営にあ

たっては、地域の実情に即した、福祉の向上や人権啓発のための「住民交流の拠点」とな

る地域社会に密着したコミュニティーセンターとして、周辺住民を含めて地域住民が利用

できるよう、各市町村においてそれぞれの施設にふさわしい内容と方法によって主体的に

取り組むことが望まれる。  
 また、現状、成果等を踏まえ、同和問題解決のために特別対策の継続が必要と考えられ

る施策については、今後も継続する。 
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 教育対策  

 

Ⅰ 現状（分析） 

 「平成１２年度同和地区実態把握等調査」等によると、教育対策関係の主な状況は次の

とおりである。  

 

【中学校卒業者・高等学校卒業者の進学率の推移】  

  県内同和地区の中学校卒業者の進学率は、昭和４３年度では、県全体と23.0ポイント 

の較差があったが、平成１１年度では、同和地区91.8％に対し、県全体95.2％と3.4 

ポイントの較差となっている。 

  県内同和地区の高等学校卒業者の進学率は、昭和５３年度では、県全体と23.4ポイン 

トの較差があったが、平成１１年度では、同和地区27.8％に対し、県全体38.0％と10.2 

ポイントの較差となっている。 

 

＜ 参 考 ＞  

  ・同和地区生徒の進級できなかった生徒の割合は、県全体よりも高い。  

  ・同和地区生徒の中途退学者の割合（私立も含む）は、年度による変動があるものの 

県全体よりも高く推移している。（平成１２年度：同和地区4.1％、県全体2.7％）  

 

【最終学歴の状況】  

  １５歳以上の世帯員の最終学歴状況をみると、最も多いのは「初等教育終了」の 

47.2％、次いで「中等教育終了」の40.8％、「高等教育終了」の7.0％と続き、「不就 

学」は1.8％となっている。これを前回調査の平成５年全国調査と比較すると、「初等 

教育終了」で3.2ポイント低くなり、「中等教育終了」で3.6ポイント高くなり、「高 

等教育終了」は7.0％で変化はなく、「不就学」で2.2ポイント低くなっている。 

  また、年齢階層別最終学歴状況をみると、「初等教育修了者」の割合は５０歳以上で 

過半数を超え、「不就学」の割合は６０歳以上で1％を超え、８０歳以上では16.6％ま 

で上昇している。  

 

【国公立・私立別の就学状況】  

  国公立・私立別の就学状況をみると、「高等学校」の卒業者は「国公立」72.0％、「私 

立」26.8％で、「大学」の卒業者は「国公立」34.5％、「私立」64.7％となっている。 

これを前回調査と比較すると、「高等学校」の卒業者は「国公立」は3.2ポイント低く 

なり、「私立」は3.2ポイント高くなり、「大学」の卒業者は「国公立」は7.7ポイン 

ト高くなり、「私立」は8.5ポイント低くなっている。 

 

【在学者の進学奨励資金の借入状況】  

  県進学奨励資金を借り入れている在学者のうち県内在住者は、「高等学校」41.0％、 

「高等専門学校」40.7％、「短期大学」45.5％、「大学」55.0％となっており、前回調 

査と比較し、「高等学校」21.9ポイント、「高等専門学校」16.4ポイント、「短期大学」 
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34.5ポイント、「大学」11.7ポイントそれぞれ減少となっている。なお、「国公立」と 

「私立」の内訳をみると、「私立」はすべての学校において減少しているのに対し、「国 

公立」は「高等学校」のみ減少し、「高等専門校」、「短期大学」及び「大学」はすべ 

て増加している。 

  県進学奨励資金を借り入れている在学者のうち県外転出者は、「高等学校」27.3％、 

「高等専門学校」45.5％、「短期大学」26.3％、「大学」47.4％となっている。  

 

【教育委員会、教育集会所主催事業の実施状況】  

  平成１１年度の教育委員会、教育集会所主催の事業は、７４地区において、教育集会 

所、隣保館、児童館などの施設で行われている。事業内容別にみると、事業実施地区の 

多い順に「学級・講座等の開設」５５地区、「集会・大会等の開設」４５地区などとな 

っている。  

  事業への参加人員をみると、延べ135,128人となっており、参加人員の割合は「学級・ 

講座等の開設」が65.5％で最も多くなっている。 

 

Ⅱ これまでの同和対策の成果と今後の課題 

 県教育委員会では、「同対審答申」の精神に基づいて人権尊重の教育を徹底し、部落差

別をはじめ、すべての偏見や差別を積極的に解消する人間を育成するための「鳥取県同和

教育基本方針」を定め、同和教育の推進に努めてきた。  
 しかしながら、依然として差別事象が発生しており、平成１２年度県民意識調査の結果

からも依然として根深い差別意識の存在が認められている。また、家庭の経済的な問題や

学力及び進学率の較差の問題、同和地区住民の教育・文化の推進等の解決すべき課題が残

されている。 
 

Ⅲ 今後の施策の基本的な方向  

 「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」（平成１２年）では、「人権教育及び人

権啓発に関する施策の推進について、国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにすると

ともに、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資することを目的とする。」とし、その

基本理念を「国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職

域その他の様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理

解を深め、これを体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、

国民の自主性の尊重及び実施機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。」

としている。そして、「国は、人権教育及び人権啓発の基本理念にのっとり、人権教育及

び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。」とし、地方公共団体に

ついても、「国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権教育及び人権啓発に

関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。」としている。  
 また、「地対協意見具申」で「差別意識の解消のために教育及び啓発の果たす役割は極

めて大きく、これまでの様々な手法で施策が推進されてきた。しかしながら、同和問題に

関する国民の差別意識は解消へ向けて進んでいるものの依然として根深く存在しており、

その解消に向けた教育及び啓発は引き続き積極的に推進していかなければならない。」と
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述べられているように、現行の教育関係事業を見直すにあたっては、これまでの事業の成

果が損なわれないよう留意するとともに、同和地区児童生徒の学力向上及び同和地区住民

の教育・文化の一層の充実が図られなければならない。同和問題の早期解決に向けて、今

後とも、就学前教育をはじめ、学校同和教育・社会同和教育を推進していくものとする。 
 
 教育・啓発  

 

Ⅰ 現状（分析） 

【施策の背景】  

  本県における同和問題の教育・啓発については、昭和４４年に「同和対策事業特別措 

置法」が制定されて以来、部落差別をなくするために、各種の啓発活動に取り組み、ま 

た、昭和５０年に「鳥取県同和教育基本方針」を制定し学校・社会教育現場などにおけ 

る同和教育に取り組んできた。しかし、積極的な啓発への取組の反面、課題も生じてき 

ており、啓発の条件整備に資するため、平成６年に「鳥取県同和問題啓発方針」を策定 

した。  

また、同和問題をはじめとするあらゆる人権問題の教育・啓発としては、第７次鳥取 

県総合計画（計画期間：平成８年度～平成１２年度）の主要事業の１つに「人権が尊重 

される社会づくり」を掲げ、平成８年に制定した「人権尊重の社会づくり条例」に基づ 

き、平成９年に「人権施策基本方針」を策定した。その後、この「基本方針」の教育・ 

啓発のあり方を補完する形で「人権教育のための国連１０年鳥取県行動計画」を平成１ 

１年に策定した。なお、平成１３年度には、教師用指導書「人権・同和教育の指導のあ 

り方」を作成中である。  

  なお、国においては、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」の第７条に基づ 

き、平成１３年度中に基本的な計画を策定することとなっている。本県は、「人権施策 

基本方針」及び「人権教育のための国連１０年鳥取県行動計画」を人権教育・啓発の基 

本計画と位置づけており、国の策定する基本的な計画と比較して不十分な点があれば見 

直すこととしている。  

 

【県の取組状況】  

  平成１３年度における県の教育・啓発事業は、別添のとおりである。また、市町村や 

地域、学校のＰＴＡや企業、その他いろいろな団体などにおいても教育・啓発の活動が 

なされている。 

 

【差別事象の状況】  

  過去５年間の県内の差別事象の状況（県同和対策課に報告があったもの）は、次の表 

のとおりである。 
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県内の同和問題等に係る年度別差別事象発生件数（報告分）H13.12.20現在 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  結婚や就職の差別については、個人プライバシーの問題もあり事象としての報告がさ 

れにくい。しかし、結婚については、結婚式が出来ない、一方の親族が出席しない、親 

戚づきあいが出来ないなどの実態もあるほか、就職については、面接時点の違反質問な 

どがいまだ後を絶たない。なお、結婚差別について平成１２年に実施した「同和問題に 

ついての県民意識調査」（以下、「意識調査」という）で見てみると、「結婚について 

同和地区出身であることが不利な条件になっていると思う」の回答は、約半数の47.3％ 

に上り、まだまだ差別が存在する。  

  また、差別事象を発生状況別に見てみると、落書きと学校現場での発言が非常に多い 

ことがわかる。 

 

県内の同和問題等に係る発生状況別差別事象発生件数（報告分）H13.12.20現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  最近の落書きの特徴としては、公然と人目に触れる場所への悪質な内容の落書きが多 

くなってきている。学校現場での発言は、人とふざけたり喧嘩をするなかで相手をちゃ 

かしたり、脅し攻撃したり、蔑むために賤称語を利用するなどの状況が多くなってきて 

いる。  

 

【生活実態調査結果による人権侵害されたときの対応状況】  

 「人権侵害されたときの対応」は、「黙って我慢した」が一番多く44.3％、「身近な 

人に相談」27.6％、「相手に抗議」22.3％となっている。人権相談の専門的機関でもあ 

る「法務局又は人権擁護委員」、「弁護士」に相談したとした人は、1％に満たない。早 

差 別 事 象 の 内 容 
年度 件数 

結婚 就職 発言 落書 投書 その他 

９ 12  － － 2  9  － 1  

１０ 16  － － 9  5  1  1  

１１ 17  － － 10  4  － 3  

１２ 26  － － 14  10  1  1  

１３ 4  － － 1  2  1  － 

合計 75  － － 36  30  3  6  

 

差 別 事 象 の 内 容 
区分 件数 

結婚 就職 発言 落書 投書 その他 

企業・団体・市民 8  － － 6  － － 2  

落書き・投書 27  － － － 22  3  2  

教 育 現 場 34  － － 28  5  － 1  

そ の 他 6  － － 2  3  － 1  

合計 75  － － 36  30  3  6  
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急な相談窓口の整備が必要である。侵害の内容別に見ると、「結婚」では、「身近な人 

に相談」、それ以外では「黙って我慢した」が一番多い。 

 

【意識調査結果】  

ア 教育  

   「学校教育の中で同和問題について学習したことがありますか」という問いに対し 

て、全体の回答（表１参照）は、小学校で学習したが22.1％、中学校で学習したが 

28.7％、高等学校で学習したが15.7％、短大・大学で学習したが2.4％であった。 

 

表１ 同和教育の学習状況（％） 

13.8

20.2

11.6

1.9

7.7

45.6

17.4

22.1

28.7

15.7

2.4

7.7

44.0

10.3

0

15

30

45

60

小

学

校

で
学

習

し
た

中

学

校

で
学

習

し
た

高

等

学

校

で
学

習

し
た

短

大

・
大

学

で
学

習

し
た

そ

の
他

学

校

で
学

習

し
た

こ

と

が
な

い

不

明

平成5年7月調査　回答者1,903名

平成12年7月調査　回答者2,805名

 
   その中で、小学校で同和教育を受けたとする人（表２参照）は、４０歳以降で大き 

く減少している。同和教育としての多くの取り組みが始まったのが約２５年前である 

ことがわかる。また、どの年代にも同和教育を受けたとする人があることから、先駆 

的に取り組んだ教師が存在したことが伺える。 

   また、２０歳～２４歳の年齢層では、小学校で同和教育を受けたのが89.6％、中学 

校で同和教育を受けたのが88.5％、高等学校で同和教育を受けたのが60.4％、短大・ 

大学で同和教育を受けたのが9.4％であった。 

   学校同和教育を受けた人たちが、同和教育を学んだ感想（表３参照）は「部落差別 

が不合理であり、許されないものであることが理解できた。」とするものが58.5％、 

「部落差別以外のいろいろな差別に気づくようになった」が49.1％でおおむね好意的 

に受け止められている。しかし、「部落差別をなくすために何かしなければならない 

と思った」が18.0％しかなく行動化につながっていない。また、「あまり理解できな 

かった」が12.4％、「自分には関係ないと思った」が5.8％あり、理解していない人 

がいる。 
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表２ 年齢階層別、同和教育の学習状況（％） 

 

27.3

4.4

4.3

4.8

4.1

7.2

10.8

9.3

19.1

49.3

75.0

78.2

89.6

0 20 40 60 80 100

未回答

75歳～

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

9.1

14.3

9.8

5.2

12.4

7.6

10.1

7.5

6.5

3.6

3.7

2.6

1.0

0 20 40 60 80 100

未回答

75歳～

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

36.4

3.3

3.4

9.3

12.8

19.3

15.2

17.9

35.9

68.6

78.0

72.4

88.5

0 20 40 60 80 100

18.2

1.5

0.0

5.2

4.1

3.8

5.7

9.0

25.2

38.1

43.9

45.5

60.4

0 20 40 60 80 100

27.3

49.8

58.3

60.1

59.1

64.0

57.8

60.6

35.9

8.5

3.7

2.6

0.0

0 20 40 60 80 100

27.3

28.6

24.7

18.5

13.6

4.9

7.8

6.6

3.4

0.9

0.6

0.6

1.0

0 20 40 60 80 100

0.0

0.4

1.3

0.0

1.2

0.8

1.4

1.8

5.7

4.5

3.7

7.7

9.4

0 20 40 60 80 100

 

 

表３ 同和教育の感想（％） 

 

1.7

5.8

12.4

18.0

49.1

58.5

0 20 40 60 80  
 

 

小学校 中学校 高等学校 短大･大学 

学校で学習し
たことがない その他 未回答 

部落差別が不合理であり、許されな
いものであることを理解できた 
 
 
部落差別以外のいろいろな差別に
気づくようになった 
 
 
部落差別をなくすために何かしか
ねればならないと思った 
 
 
あまり理解できなかった 
 
 
 
自分には関係ないと思った 
 
 
 
不  明 
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イ 啓発  

ａ 講演会・研修会 

    講演会・研修会の参加状況は、「講演会・研修会に参加したことがない」の回答 

は32.4％で、前回（平成５年）の36.7％、前々回（昭和６３年）の41.7％と比べ 

ると減ってきている。 

    また、職業別に「参加したことがない」を多い順（表４参照）に見ると、学生が 

63.6％、商工業・サービス業が45.2％、無職が43.9％である。なお、公務員・教員 

においても7.4％が参加したことがない。 

 

 

表４ 職業別、講演会・研修会への参加状況（％） 

 
 

14.5

14.3

14.5

4.5

14.1

54.5

12.3

23.5

13.5

16.8

28.4

9.9

13.3

11.0

4.5

11.5

20.3

11.9

16.4

16.3

15.1

19.9

28.6

38.8

40.3

27.3

34.6

17.3

30.6

37.0

39.0

34.2

31.8

43.9

32.7

33.9

63.6

38.5

7.4

45.2

21.4

29.1

33.4

19.9

3.1

1.0

0.3

0.0

1.3

0.5

0.0

1.7

2.0

0.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１１．無職

１０．その他

９．専業の主婦

８．学生

７．専門職・自由業

６．公務員・教員

５．商工業・サービス業

４．農林漁業

３．臨時・パート

２．民間企業・団体（事務以外）

１．民間企業・団体（事務）

 
 
 

10 回以上参加した 
５～９回以上参加した 

１～４回参加した 
参加したことがない 

不明 
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    「講演会・研修会へ参加しなかった理由」を見ると、「そのような講演会・研修 
会があることを知らなかった」が一番多かった。また、「知っていたが参加する気 
がなかった」「自分には関係ないと思い、参加しなかった」が、前回調査より増え 
ている。年齢別に見ると、４０歳未満で「知らなかった」が、半数以上となってい 
る。 

    「主催者別参加状況」（表５参照）を見ると、「市町村・市町村教育委員会・公 
民館が主催したもの」が最も多く、ついで「学校や保護者会が主催したもの」、「町 
内会・自治会・婦人会などの地域の団体が主催したもの」の順である。「県・県教 
育委員会が主催したもの」は５番目であった。開催回数そのものの多少があるので 
単純には言えないが、身近で開催されている講演会や研修会に多く参加されている 
傾向があることを示している。これは、年齢階層別に見てもその傾向がある。また、 
職業別に見ると、民間企業・団体（事務）では「企業や職場が主催したもの」が最 
も多く、それと公務員・教員と学生で「県・県教育委員会が主催したもの」が２番 
目に多くなっている以外は、やはり身近で開催されているものに多く参加されてい 
る。 

 

表５ 主催者別参加状況（％） 

61.9

45.5

30.5

17.8
20.0

14.4

0.6 0.8

60.8

45.9

30.9
29.0

24.6

15.6

0.9 0.6

0

20

40

60

80

 
 

 

 

 

    「講演会・研修会への参加の感想」を見ると、上位は「他の差別問題についても 
考えるようになった」「部落差別が何かということがわかった」「差別への厳しさ 
と怒りを感じた」となっており、肯定的に受け止められている。そんな中、年齢別 
に見ると、残念なことに５０歳以上で「こうした講演会・研修会が開かれることが 
差別を助長することになり、問題だと思った」が３番目に多くなっている。また、 
職業別では、商工業・サービス業で「差別を助長することになり、問題だと思った」 
が２番目に多くなっており、否定的に受け止められている。 

平成５年７月調査 
回答者 1,175 名 

 
平成１２年 7 月調査 

回等者 1,856 名 

 

 

市 町 村 ・
市町村教
育 委 員
会 ・ 公 民
館が主催
したもの 

学校や保
護者会が
主催 した
もの 

町 内 会 ・
自 治 会 ・
婦人会な
どの地域
の団体が
主催 した
もの 

企業や職
場が主催
したもの 

県 ・ 県 教
育委員会
が主催し
たもの 

運 動 団
体 ・ 研 究
団 体 （ 同
和教育協
議 会 な
ど ） が 主
催 し た も
の 

その他 不 明 
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   講演会・研修会の効果として「参加状況」と「冠婚葬祭の日柄（六曜）への配慮」 
（表６参照）、「参加状況」と「子どもの結婚相手の身元調査」（表７参照）のクロ 
ス集計を見てみると、「参加回数」が多くなるほど六曜や身元調査に否定的意見が多 
くなり、また、「参加状況」と「部落差別解消への意欲」（表８参照）、「参加状況」 
と「同和地区や同和問題についての考え方」（表９参照）のクロス集計を見てみると、 
「参加回数」が多くなると「積極・共感的」回答が多くなる。また、「参加回数」が 
多くなると、「自然解消論」も少なくなる。しかし、「１０回以上参加」でも、「自 
然解消論」がある。 

 

表６ 参加状況と冠婚葬祭の日柄（六曜）への配慮の関連（％） 

         【冠婚葬祭の日柄（六曜）への配慮】 

 

29.3

34.7

32.0

26.1

18.6

19.5

40.2

42.1

43.3

37.5

7.3

4.2

5.5

8.4

11.2

7.3

8.8

10.0

12.9

21.1

4.9

9.1

9.4

6.8

9.7

31.7

3.0

1.1

2.5

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不明

参加したことがない

１～４回参加

５～９回参加

10回以上参加

 
 

表７ 参加状況と子どもの結婚相手の身元調査の関連（％） 

         【子どもの結婚相手の調査を行うことはやむを得ない】 

 

12.2

29.6

32.1

34.7

44.9

4.9

10.6

12.2

14.4

16.0

12.2

23.3

25.6

21.0

16.5

12.2

17.6

12.4

12.4

8.3

31.7

16.0

16.5

15.4

13.1

26.8

2.9

1.2

2.0

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不明

参加したことがない

１～４回参加

５～９回参加

10回以上参加

 

そう思う 
どちらかといえば 
そう思う 

どちらかといえば 
そうは思わない そうは思わない 

どちらともいえない 

不明 

そう思う そうは思わない 
どちらかといえば 
そうは思わない 

どちらかといえば 
そう思う 

どちらともいえない 

不明 

【
講
演
会
・
研
修
会
参
加
状
況
】 

【
講
演
会
・
研
修
会
参
加
状
況
】 
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表８ 参加状況と部落差別解消への意欲の関連（％） 

         【部落差別をなくすために真剣に取り組みたい】 

 

25.0

34.6

41.7

54.8

71.6

6.3

10.2

5.7

9.0

4.3

31.3

53.5

50.2

34.1

23.0

37.5

1.6

2.4

2.1

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不明

参加したことがない

１～４回参加

５～９回参加

10回以上参加

 

 

 

表９ 参加状況と同和地区や同和問題についての考え方（％） 

         【同和地区や同和問題についての考え方】 

 

 

 

2.4

4.4

9.6

14.4

26.8

7.3

11.7

18.4

19.2

19.3

4.9

8.5

11.3

14.9

19.1

2.4

11.7

7.4

4.3

2.6

2.4

12.6

17.0

13.9

11.0

2.4

6.4

6.0

4.3

2.6

9.8

30.8

20.8

18.7

7.0

68.3

14.0

9.4

10.1

11.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不明

参加したことがない

１～４回参加

５～９回参加

10回以上参加

 
 
 
 
 

そうは思わない そう思う どちらともいえない 

不明 

自分の問題 
として解決の 
ために努力 
したい 

不明 

【
講
演
会
・
研
修
会
参
加
状
況
】 

【
講
演
会
・
研
修
会
参
加
状
況
】 

同和地区の 
人の気持ちや 
立場をもっと 
理解したい 

同和地区の 
人を気の毒、 
かわいそう 
に思う 

どんなことを 
しても、部落 
差別はなくな 
らないと思う 

同和問題と 
関わりたくない 

わからない 

部落差別は 
他人事とは 
思えない 
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ｂ その他の啓発事業  

     部落差別の存在認識（表１０参照）では、「今の時代に、部落差別は、もはや 
存在するはずがない」に「そう思う」とした回答が 24.8％と約４分の１に上り、 
年齢が高くなるほどそうした認識が多くなる。 

 

表１０ 部落差別の存在認識（％） 

【問：今の時代に部落差別はもはや存在するはずがない】 

 

24.8

27.0

42.4

46.2

30.8

25.1

2.0

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%  
 

 「県の行ってきた同和対策事業についての評価」で、「どんなものであるか知 

らない」「なぜ行われているのかわからない」としたものが28.6％ある。 

     同和問題についての情報の入手方法（表１１参照）は、「県政だより」「テレ 

ビ番組（啓発用ビデオ、映画）」「市町村広報」の順になっている。２番目に多 

い「テレビ番組（啓発用ビデオ、映画）」には、研修会などで使用されたビデオ 

なども含まれていると考えられるが、年代別に見ると、４５歳未満では、「テレ 

ビ番組（啓発用ビデオ、映画）」、４５歳以上では、「県政だより」が最も多い。 

 

表１１ 啓発媒体別の情報収集度（％） 
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平成５年７月調査 
回答者数 1,903 名 

平成１２年７月調査 
回答者数 2,805 名 

そう思う 不明 そうは思わない どちらともいえない 

県政だよ
りの同和
問題につ
いての記
事 

同和問題
を 題 材 と
し た テ レ
ビ 番 組
( 啓 発 用
テ レ ビ 。
映画など) 

市町村の
同和問題
について
の広報誌
の記事や
有 線 ・ 無
線の放送 

同和問題
に関する
新聞記事 

同和問題
を 題 材 と
し た 本 、
冊子など 

同和問題
に関する
テ レ ビ ス
ポ ッ ト や
ラ ジ オ 放
送 

読んだ こ
と も 見 た
こ と も な
い 

不明 
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     「今後の啓発活動についての意見」は、「もうこれ以上啓発活動は必要ない」 

との回答が、22.3％ある。年齢別では、４５歳以上で「これ以上必要ない」が20％ 

を越えている。 

     「同和問題解決のための意見」（表１２参照）については、全体の傾向は、前 

回調査と変わらない。「自然解消論」がわずかに減り、「教育・啓発活動」が幾 

分増えた。また、職業別に見ると、民間企業・団体（事務以外）、農林漁業、商 

工業・サービス業に「自然解消論」が多い。 

 

表１２ 同和問題の解決についての意見（第１位回答） 

 

 

 

 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成５年７月調査 
回答者数 1,903 名 

平成１２年７月調査 
回答者数 2,805 名 

このままそっとし
ておけば、自然に
なくなると思う 

学校教育、社会教育を通じて、差別
意識をなくし、人権を大切にする教
育活動、啓発活動を積極的に行う 同和地区の人々に

安定した仕事を保障
し、生活力を高める 

同和地区の人々の
教育水準を高める 同和地区の人々が、同和問題をなく

すため、積極的に行政や同和地区
以外の人々に働きかけるようにする 

差別したり、差別を
営利目的に使うもの
を法律で処罰する 

基本的人権を守り、真の民主
主義の確立を目指す国民的運
動を拡大・強化する 

同和地区の住宅や
生活環境を改善・整
備する 

同和地区の人々
自身が、差別され
ないようにするこ
とも大切である 

わからない 

不明 

21.3 28.6 

1.9 

2.1 
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2.0 

7.0 

0.3 

12.6 

7.1 14.7 

17.6 31.2 

1.6 

1.2 

1.6 

3.4 

9.3 

0.4 

12.2 7.5 13.9 
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【「県民の意見」等募集結果】  

  １０月１１日から３１日の期間を設け、差別をなくすためにはどのような施策が必要 

なのか県民から意見を募集した結果、５１９通の意見があり、項目別に整理すると、１， 

７９５件に及んだ。そのうち、教育・啓発についての意見は１３５件あり、すべて教育・ 

啓発は今後最も重要な課題であり、今まで以上に積極的に進めていくべきとする意見で 

あった。  

  また、１２月１４日から１月８日に行った「今後の同和対策のあり方」関連事業の素 

案に係る県民からの意見募集結果では、８０通、項目別で４００件の意見があり、その 

うち、教育・啓発についての意見は４５件あり、全体に対する割合では、前回の7.5％ 

から11.3％に増えている。  

  

Ⅱ これまでの同和対策の成果と今後の課題及び今後の施策の基本的方向  

 教育・啓発は、『従前の同和教育・啓発の中で培われてきた成果を踏まえ、同和問題を

人権問題の重要な柱として、人権教育・啓発に再構築して推進していく』と、平成８年５

月「地対協意見具申」で指摘、同年７月閣議決定されているところであり、また、平成１

２年に制定された「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」の第５条に『地方公共団

体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権教育

及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。』と、明記されている。  
 よって、同和問題の教育・啓発は、すべての県民の差別意識解消・人権意識の向上・自

己実現に向け、差別が現存する限り当然積極的に推進しなければならないものである。  
 平成１３年度に対して平成１４年度に県が実施を検討している教育・啓発事業は、別添

のとおりである。今後も、講演会・研修会や啓発イベントなどは課題やニーズ、対象者の

違いなどにより最適な方法で実施する。  
 

【教育】  

意識調査の結果（表２参照）から、  
①学校同和教育は積極的に取り組まれ成果が現れているが、理解できていない子ども 
たちもいるので、すべての子どもたちに理解できる同和教育のあり方について考え 
る必要がある。  

②大学・短大での取り組みは極めて少なく、取り組みを進める必要がある。  
③高校についても“60％の学習状況”と言う数字の背景になるものを探って取り組み 
を進める必要がある。  

 
また、平成１０年頃から学校での差別事象が急増している。これらの事象は、同和問 

題学習や部落史学習の中で学んだ「賤民身分を表していた言葉」や「被差別部落」とい 
う言葉を、自分たちの生活や遊びの中で安易に発言したり、人を見下したりするために 
使用している。学校で取り組んでいる同和教育が、児童生徒一人ひとりの心に響いてい 
ないために起こったと考えられる。 
この課題を解決するため、  
・教職員の認識や姿勢  
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・学校体制  
・児童生徒の置かれている状況  
・同和問題学習の内容や手法  
・保護者、地域、関係機関等との連携 

などを検討し、見直しを図っていく必要がある。 
 

具体的な取り組みは次のとおりである。  
①教職員の意思疎通・共通認識を図っていくために管理職の指導力を高める。  
②全教科・全領域での取り組みを充実していくとともに、差別の現実から深く学ぶと 
いう同和教育の徹底を図る。  

③教職員の人権感覚の育成を図っていくとともに、児童生徒から学び、ともに高まっ 
ていこうとする教師の姿勢や認識を育成していく。  

④児童生徒の自尊感情を育成する方策を模索する。  
⑤仲間づくりの力を見直し、仲間づくりの力を技術的にも高めるための方法について 
考察していく。  

⑥同和問題学習の内容や手法を見直し、「理解できなかった」「自分には関係ないと 
思った」とする児童生徒の認識を深める学習の展開に努める。  

⑦実践化・行動化と結びつく同和教育の充実を図る。 
 
社会同和教育では、市町村同推協の主催する小地域懇談会が、平成１２年で県下約 

70％の地域で実施されている。学習内容は「部落差別について」「六曜について」「身 
近な差別問題について」等である。参加者の固定化・推進者の力不足などの悩みもある 
が、毎年開催されるこれらの取り組みが県民の意識を向上させるのに役立ってきた。ま 
た、市町村や市町村同推協等が主催する研究集会も平成１２年は合計３７回行われ、延 
べ参加者数約１万２千人となっている。  
社会同和教育の課題としては次のものが挙げられる。  
①同和問題・人権問題が他人事としてしか認識できない人がいる。  
②出席者が固定化している。特に若年層が学習を積み重ねていきにくい現状がある。  
③小地域懇談会が実施されにくい地域がある。より多くの地域で懇談会が開催される 
必要がある。 
 

具体的には以下の取り組みを進めていく。  
①住民の人権意識を育成する学習内容の工夫改善に努める。  
②同和問題を学ぶことが、自分自身にどういう意味を持つか考えることができる学習 
に努める。  

③若い人・あらゆる職業の人が参加できるようにするための方法を研究する。  
④学習機会が保障されている地域とそうでない地域の較差を縮めていくための取り組 
みを進める。  

⑤地域の人材育成が不可欠である。  
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【啓発】  

講演会・研修会については、意識調査の結果（表６～９参照）から参加により効果が

あることが分かるので、今後も積極的に開催する。特に、表４からもわかるとおり「学

生」「商工業・サービス業」「無職」等の職種や地域性などに配慮して参加しやすくす

るよう取り組んでいく。また、参加しなかった理由として「開催を知らなかった」とい

う声もあり、その周知の方法を工夫する。また、公務員（教職員、警察職員なども含む）

及び行政の外郭団体職員への研修は、同和問題を率先して解決し指導的役割を担ってい

る責務のうえでも、今まで以上に重要である。  
内容については、主催者がよく検討し、参加者の共感を得、人の心に染み入るもので 

なければならない。それには、講師と参加者又は参加者同士で本音で意見交換ができる 
などの仕組みも取り入れていく。  
講師等の選定にも特に配慮が必要で、主催者間で講師のデータベース化などによる情 

報の共有、積極的な講演会・研修会への参加による情報収集、県の講師団等のレベルア 
ップを図っていく。  
市町村、地域での取組は、参加されやすい状況があるので、特に積極的な取組が期待 

される。なお、行政主導ばかりでなく、ＰＴＡや民間団体などＮＰＯの活動が幅広いも 
のとなるよう、情報や活動場所の提供、情報機器の開放、活動費の支援などを行う。  
また、企業への啓発は、「人権侵害された内容」で「職場等」が多いことを考えると 

特に重要である。現在まで、従業員１０人以上の企業に対して公正採用選考人権啓発推 
進員の設置を義務づけ、企業主や推進員に対する研修などを行ってきているが、今まで 
以上に推進員未設置の企業に対する指導や推進員の活動の援助、商工団体や同和問題企 
業連絡会などの企業関係の団体等と連携を強化し、国・市町村等と協力して、積極的に 
推進していく。また、その対象者を的確に把握し、全員が参加できるよう工夫するもの 
とする。企業においては、公正採用選考人権啓発推進員が中心となって、「事業所にお 
ける同和問題・人権問題の取組み方」（鳥取県・鳥取労働局編）に基づき事業所内研修 
を進めるほか、地域懇談会や学校での同和教育参観への従業員の積極的参加を促す取組 
が必要である。なお、市町村など地域・企業で成功した取組などは、県全体でも積極的 
に推進していく。  
そのほか、媒体として県政だより・市町村広報などのように、家庭内で自由な時間に 

読まれるような方法により啓発を行う。  
内容については、特に同和対策事業、解放運動など同和問題解決に向けた取組の目的 

や成果、差別事象の原因等を単なる事実のみでなく、その背景などを併せて明確にし、 
誤った考え方や差別意識を助長するものにならないようにしていく。  
同和問題を口実として、高額の図書の購入など義務のないことを強要するえせ同和行 

為についても、同和問題の解決を阻害するものとして排除するとともに、その行為を受 
け入れている県民の差別意識を解消するための啓発も推進していく。  
 

【人権侵害への対応】  

人権侵害が発生した場合、現在の行政の対応では、不十分である。まず、人権が侵害 
されたとき、人権相談の専門的機関に対しての相談が１％に満たない状況を見ても早急 
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な相談窓口の充実が必要である。また、被害者に対する救済については、現在国におい 
て人権擁護推進審議会の「人権が侵害された場合における被害者の救済に関する施策の 
充実に関する基本的事項について（答申）」に基づいて法制化が進められており、その 
内容によっては、人権侵害被害者の積極的な救済を図るため、本県独自の人権救済施策 
を検討する。  
 

【その他】  

「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に基づく国の基本計画と、「鳥取県人 
権施策基本方針」及び「人権教育のための国連１０年鳥取県行動計画」の整合性を図り、 
常に進捗状況を把握のうえ公表し、施策を具体化していく。そのためには、県の内部で 
設置している『人権尊重の社会づくり委員会』（鳥取県人権教育のための国連１０年推 
進本部）やその幹事会、外部委員も含めたところの『同和対策推進協議会』『差別事象 
検討会』などを今後、一層活性化させ、具体的施策を検討していくほか、「鳥取県人権 
尊重の社会づくり条例」に基づく『人権尊重の社会づくり協議会』からの提言を施策に 
反映していくこととする。  
また、人権情報の発信、人権啓発の拠点として平成１４年春に設置される『鳥取県立 

人権ひろば２１』の積極的な活用、社団法人鳥取県人権文化センター、財団法人鳥取県 
部落解放研究所、鳥取県同和教育推進協議会など関係機関との連携充実・支援を図って 
いくこととする。 


